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地方か ら見た教育拡大 一 大正期に おける高等学校新設との関連で
1

京都大学大学院

　　三家　そ の

1 ． 研究 の 目的 と方法

　本研究は、大正期に おける高等学校の新設が 、

進学動向 （進学率 ・進学先）に与えた影響を、特

に関東地方に焦点を当てて明らかにするこ とを目

的として い る。

　方法と して は、文部省専門学務局発行の 『官立

高等学校入 学者選抜試験報告』（以下 『選抜試験

報告』）の 大正 6年か ら大正 14 年発行分を用い

 
、各県か らの 志願者 ・進学者数、志願 率 ・進学

率  、進 学先の 高等学校を示す。また 、高等学校

の側か ら、入学者に 占める設置府県出身者の 比率、

東京出 ，身者 の 比率を しめす。 そ して 、県内に高等

報 が設立 された こ と、交通の便、棘 か らの 距

離、とい っ たもの が進学動向に どの ような影響を

あたえた の か につ い て考察する 。

2 ．　　 高等教育拡大政策

　高等教育拡大政策は 、 原内閣 の 「高等教育機関

拡張計画」に基づ い て行われ た もの で あり、こ の

よ うに多くの 高等学校が短期間に設立 された背景

には政友会を中心 とする政党内閣 の 「積極政策」

があっ た。

　中橋文相の 「今回 の 拡張計画に依 り各府県に高

等学校専門学校実業専門学校の 何れ か が必 ず
一
校

つ つ 配置 される 」 「努 めて辺鄙を先に し都会を後

にする方針な り」 とい う発言等か ら 、 地方への 設

置を優先 させ る意向であ っ た こ とが判断 で きる
 

また、彼 の 地方には学校が少ない か ら置け、此地

方に は多い か ら止すとい うような方針ではない か

と思われ る」
  とい うよ うに、こ の ような政策が、

需要にあ っ た もの で はな い とい う批判的な意見も

い くつ かあ り、地方分散型の高等教育拡大政策は

こ の よ うな批判 を排 して行われた もの であっ た。

3 ．　　 高等学校新設の影　…概観

3 ． 1　志願者 ・進学者の 量的拡大

　表 1 か らわ か る よ うに 、高等学校新設の 前後

で 志願者数は約 1．7倍、入学者数は約 2倍に増加

した 。

一
般的には高等学校を新設 した府県で増加

の 比率が大 きい 。これ らの 府県では、特に設 立の

一
年目に、

一
時的に入学者の 比率が急増 して お り、

県内の 高校 へ の 進学に特にカを入れて い た こ とが

考えられ る 。

3 ．2　地域差 の 変化

　また道府県による進学率の差は、変動係数 （標

準偏差／平均）で 見 る限りは、大正 後半の 7 年間

で道府県による差が小 さくなっ て い る こ とが わか

る。 政策の意図は ほ ぼ達成 した と見て よさそ うで

あ る。

　 表1　 出身中学所在地別 　高校入学者比率

　

　

　
　

　

　　
　

　

　

　
　

　

　

　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ＊ 大正 12年から

3 ． 3　経済的状況 との間連

所得税納税者比 率 との相関係数を表 1の 下欄に

示 した 。 高等学校の増設が進み は じめた大正 9・11

年にか けて 所得税納税者比率 との 相関係数が下が
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り、その 後大正 13 年以降は再び上昇 して い る。

当初の新設は都市部か ら離れた とこ ろが多か っ た

の で、経済的条件との問連が弱ま っ たが、そ の 後、

大阪、兵庫、福岡などに新設 された こ とな どが、

相関係数の 上昇に結び付い たもの と考え られる。

4 ．　　 浦和高 ・水戸高の設立 と関東地方に お

　　ける進学動向

　明治期以来 、 関東地方にお い ては、進学率がた

か い の は東京府の みで あ り、他の県にお い て は全

国的に見ても低い進学率で あっ た。こ の こ とは、

近畿地区にお い て 、京都府、大阪府、兵庫県が並

ん で 高い 進学率で あ っ た の と対照的で ある。 だが、

志願者数の最 も多い東京に設置 された の は 7 年

制の 東京高等学校 の みであ り、高等科の み の地名

校は埼玉 県 の浦和市 と茨城県 の水戸市に設置され

た 。 両県 にそれ ぞれ約 200 名程度 の 定員が 新た

に増えた こ とになる 。 この こ とは、関東地方の 中

学生 の 進 路に どの よ うな影響を与 えた の だろ うか 。

　官立高校が出揃 っ た時点で あ り、しか も入試制

度が単独選抜であっ た大正 13 年における、埼玉

県お よび東京府出身生徒 （出身中学所在地 ・本籍

地）の 進 学先は表 2 の通 りで ある。

　出身中学所在地別に見て も、本籍地別に見て も、

東京出身者 の 官立高校進学者 の うち一高へ 進学 し

て い る の は約三分 の
一

弱で あ り、浦和高へ の 進学

者が 2 割弱、水戸高、静岡高へ の進学者が 1 割

弱い る。また埼玉 県出身では約二分の
一

強が浦和

高校 へ 進学 して い るが、こ の 比 率は自県内の高校

へ の 進学者比率としてそれ程高い もの ではない 。

自府県内 に 高等学校をもつ 府県の 多くは 7 割以

上が 自府県内 の 高等学校に 進学 して お り、特に高

知 ・
石川

・熊本 ・青森 ・島根などで高率で ある。
』

つ ま り主に都市部 との 交通 の便が悪い 地域では、

進学者の 大半が 自県内の 高校へ進学して い る反面、

埼玉県の場合は東京に隣接 して い るため、こ の 比

率が低くなっ て い ると考えられる。

　 　 表 2 東 京府、埼 玉 県 出 身 者の 志願 ・進 学 先 高 等 学

　 　 校 （官 立 の み ）
東 京 府 を本 籍 地

T13 内　　 出 とす る者

志 腮者　志 願者 進 掌 者　 進 掌 者 入 学 倍 進 学 者

学校名 数　　　 中比串 数　　　 数比 串 率 人 数　　 中 比 串

一 1352 　　 34 覧 221　　 29覧 6．1111 　　 26％

浦和 664 　　 17艶 129　　 17％ 5．174 　　 18覧

水 戸 312 　　　 8覧 58　　 　 8覧 5、430 　　　 7％

騨 岡 310 　　 　 8覧 58　　 　 8覧 5．335 　　　 8％
二 高 221　　　 6瓢 52　　 　 7鮎 4．330 　　　7鴨
山 形 182　　 　 5艶 47　　 　 6％ 3．923 　　　 5％

そ の 他 956 　　 24％ 199　　 26％ 4．8117 　　 28％

口 3997 　 100％ 764 　　200 ％ 5．2420 　　100鷲

埼 玉 県 を本 範 地

T13 　　玉 内　　 出 とする者

志 願 者　 店顕 者 進 芋 者　 進 掌 者 入 掌 倍 進 学 者　進学 者
学校 名 蝕　　 　 中 比 率 人 数　　 中 比 皐 準 人 致　　 中比 率

’ 157　 　 55覧 29　　 56拓 5．430 　　 58覧

一高 19　　　7覧 3　　　 6覧 5．37 　　 13瓢

二 高 17　 　　 6艶 3　　　 6覧 573 　　　 6曳

水 戸 17　　　 6鶉 2　　　 4覧 a．52 　　　 4覧

松本 14　 　　 5覧 5　　 10％ 285 　　 10％

その 他 59　 　 21瓢 1D　　 19點 5．917 　　 33％

合計 283　 　100覧 52　 100％ 5．464 　 123％

一S−− EY59Q±91tlli性 1
　旧制高校は、帝国大学進学の予備的な機関であ

り、旧制高校に進 学すれば、（希望者の 多い 学部

で は入学試験が行われ る が）、帝国大学に進 学す

る こ とはほぼ可能で あ つ た。っ ま り、どの高校に
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1

進学 した か が 、将来の職業に直接影響する こ とは

ない
，

よ っ て 「ナ ン バ コ 校」 と 「地名校」 とい う

よ うな類型 の違い はあ っ て も、ともに高等学校 の

生徒だ とい う共属感清をもっ て い た
 
とい う。 実

際、大都市近辺に も地名校が設立 され るよ うに な

る と、年に よっ て も異なる が 、大阪、浦和、福岡

とい っ た大都市あるい はそ の 近郊の 地名校の 入学

倍率が、ナン バ ー校より
1
も高くなるとい う傾向が

見 られ るよ うになる （犬正 13 年では倍率の高い

順に、一高、大阪、三 高、浦和 、水戸）。これ は、

都市部の 生徒が 、地名校ぞ ナ ン バ ー校を問わず、交

通 の便の 良い 地域に集 中したためで あろ う。

　また、高校設置県 の 側か ら見 て も、例えば浦和

高を設置 した埼玉県に お い て は、単に 自県内か ら　　　　　　　　　　 　
の進学率を高め、エ リ

ー ト輩出につ なげる とい う

ことだけではなく、東京か らの 流入 を意図 して い

た
 
。そ の

一方では、東京 か らの 流入 が少ない 西

南部の 諸県で は、高等学校の設立が進学率の 大幅

な拡大をもたらして い た。こ れを高校 の 側か ら見

る と、各高校 の 校風とい っ たもの も、設置県 内出

身の 生徒が大半を占め る学校 と、東京出身の 生徒

の流入が多い 高校とで は異なっ た で あろ う。 これ

は、「ナ ン バ ー校／地名校」 の類型に よる区分に

よるもの とは異なる違い を高校問に 生み出し た の

で はない か 。　　　　 ：

  本来な ら ば、私立 七年制高校 （武蔵
・成蹊

・
成城

・甲

南 ）な ど へ の 進学動向 も非常 に重要 であ り、特 に東京周

辺 の 進学動 向 にお い て はそ うで あ るが、これ らの 学校の
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1

デ
ータは、『選抜試験報告』に は含 まれ て い ない た め、十

分な分析を行うこ とが できな い こ とを断 っ て お く。
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

  分母 には 、大正 2年か ら大正 11年まで のデータに は、
大正 9年の 国勢調査、大正 12年か ら大正 12年まで の デ
ー

タ に は 大 正 14年の 国勢調査 よ り、15− 19歳 の 男 子人

ロを 5 で除 した もの を用い る。
  伊藤彰浩 『戦間期 日本の 高等 教育 』玉川 大学 出版部

1999、p38
  井原 百助。1919（大正 8）年 2 月 15 日 衆議院に おい て

政府か ら提 出 され た 「高等 諸学校 創設及 び拡張費支弁 に関

す る法律案」に対 して （藤原 良毅 『近代 日本高等教育機関

地域設置政策史研 究』明 治図書，1981，p254 ）

  竹内洋 『学歴 貴族 の 栄光 と挫折』中央公 論新社，1999、

p140　　　　　　　　　　 i

  受験生の ため に 上野
一
浦和 間の 臨時列 車が用意され た

こ と、人 口の 多か っ た熊谷 に設 立する とい う意見も多か

っ た が 東京か ら近い 浦和の 方 に設置され た こ とな ど （『浦

和高等学校史』）
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